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2018年 10月 11日 

 

受益者の皆さまへ 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

グローバルＡＩファンドの基準価額下落について 

（10月11日の基準価額の変動要因についてのお知らせ） 

 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

2018年 10月 11日、以下のファンドの基準価額が前営業日比 5％以上の下落となりましたので、要因等に
ついてご報告致します。 

 

1.基準価額が前営業日比 5％以上下落したファンドの名称とその状況 

ファンド名 基準価額（円）
（2018年10月11日）

前営業日比（円）
（2018年10月10日比）

変動率

グローバルＡＩファンド 14,122 -779 -5.23%  
 

2.基準価額の変動要因等について 

10月10日、米国株式市場は週初来の下落基調を引き継ぎ、大幅に下落しました。また、VIX指数（ボラテ
ィリティ指数）が6ヶ月振りの高水準となり、リスク・オフが意識される一日となりました。今回の株価下落について
は、直近高まっている金利上昇圧力、米国と中国の間の貿易紛争に関する緊張、企業のコスト上昇により利益
率が頭打ちになる懸念が背景にあると考えています。 

また今週の大幅下落に関しては、金利上昇とインフレ懸念が株価下落に繋がる等、今年2月の調整局面と類
似の状況が見られています。S&P500株価指数の全セクターが下落しており、公益や生活必需品等のディフェン
シブ・セクターの下落率は限定的であった一方、テクノロジー、一般消費財やエネルギー・セクターの下落率が大き
くなりました。テクノロジー・セクター内では、ハードウェア・機器、半導体・半導体製造機器、そしてソフトウェア・サー
ビスなどの全てのセグメントで下落となりました。 

為替市場では、米国株式市場の大幅下落とリスク・オフの動きを受けて、円が米ドルに対して上昇しました。 

これらのことが上記ファンドの基準価額下落の主な要因となりました。 

 

3.今後の見通し 
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テクノロジー指数全般が 8月下旬の高値から 8％強下落しており、これは今年の 2月や 4月に見られた状況
に類似しています。一部の銘柄は短期間に比較的大きく株価が下落しましたが、下落率は想定の範囲内にとど
まっています。市場全体のレバレッジは過剰ではなく、レバレッジ解消が継続する兆候は見られません。 

米国と中国との貿易紛争については、激しさを増しており、両国の政府がそうした態度を強硬に押し進めつつあ
ることにやや驚いています。こうした貿易関税の報復合戦に何らかの妥結が見られなければ、今後数四半期にわ
たり実体経済に影響を及ぼす状況となる可能性があります。ただし、7－9月期の企業業績は、貿易問題に敏
感なセクターである半導体企業の業績にばらつきが見られる可能性はあるものの、株価はこれら懸念の大部分を
既に織り込んでいると考えています。 

大局的に見て、今回のボラティリティ上昇が AI によってもたらされる長期的な投資機会に影響を及ぼすとは考
えていません。AI関連銘柄の中には、リスク・リターンで見てより魅力的な水準まで値を下げているものもあります。
我々は、こうした株価が大きく変動する機会を捉えてより確信度の高い銘柄を再購入または新規購入し、市場が
回復するにつれて高いリターンが得られるようなポートフォリオの最適化が可能になると考えています。 

以上 
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